
電子入札における不備な入札金額見積内訳書の取扱いについて  

  

秩父広域市町村圏組合 

  

電子入札システムにおける入札時に提出された入札金額見積内訳書（以下「内訳書」という。）

の取扱いは、次のとおりとする。  

１ 未提出若しくは未提出と同様と認められる場合又は記載すべき事項が欠けている場合は、当

該入札を原則として無効とする。  

＜未提出又は未提出と同等と認められる場合の例＞  

（１）指定の内訳書以外の様式で提出された場合  

（２）内訳書の全部が提出されていない場合  

（３）内訳書の一部が提出されていない場合  

（４）内訳書と関係のない書類が提出された場合  

（５）他の案件の内訳書が提出された場合  

（６）内訳書として提出された書類が白紙の場合  

（７）当該工事（委託）に対応する内訳書が特定できない場合  

＜記載すべき事項が欠けている場合の例＞  

（１）総額の記載のみで内訳の記載が全くない場合  

（２）工事（委託）名、業者名又は代表者名の記載がない場合  

（３）指定の内訳書で明示した項目の記載がない場合  

  

２ 記載事項に誤りがある場合は、当該入札を原則として無効とする。なお、明らかに軽微な誤

記であると認められる場合は、無効としないことができる。  

＜記載すべき事項に誤りがある場合の例＞  

（１）工事（委託）名、業者名又は代表者名に誤りがある場合  

（２）内訳書の合計金額が入札金額と異なる場合  

（３）内訳書の計算が間違っている場合 

（４）工事価格（業務価格）と入札額が異なる場合  

  

３ 内訳書の確認時において、提出した内訳書に疑義があり、談合の疑いが認められる場合は、

入札を保留し、秩父広域市町村圏組合建設工事等入札談合情報措置要領に基づき、処理するも

のとする。  

＜談合の疑いが認められる場合の例＞  

（１）他の業者の内訳書が添付されている場合  

（２）他の入札者が作成した内訳書の全部又は一部を使用していると認められる場合  

（３）その他、談合が推測される記載等がある場合  

  


